
１．（１）漁業技術管理（漁具の選択制含む）　（２）各種沿岸漁業技術（釣、刺網、籠、固
定漁具）　（３）水産資源と資源管理 （４）栽培漁業 （５）増養殖 （６）水産物の鮮度保持
（７）漁獲物処理と食品加工

２．（１）日本の漁業管理制度 （２）漁協の役割 （３）水産行政機関の役割と漁協支援　（
４）普及指導事業　（５）漁業者間の利害調整　(６）水産資源管理への取組み （７）共同漁
業権・区画漁業権の運用

３．（１）漁協の組織形態と各種事業　（２）資源管理への取組み　（３）漁場造成 （４）漁
協の新たな取組み （５）漁民組織の広域連携 （６）コミュニティー開発  （７）各種関連施
設視察

４．（１）ジョブレポート発表　（２）PCM研修　（３）普及資料作成演習　（４）アクション
プラン作成・発表
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【案件目標】
研修参加者が、持続可能な漁業の実現にむけて、漁民組織の能力強化に必要な課題解決策を立
案し、普及できるようになる。

【成果】
1．水産資源管理と水産物の付加価値向上（⇒漁業者の支援策）に必要な基礎的知識が習得され
る。
2．日本における、沿岸漁業の水産資源管理に係る制度整備、および水産行政と漁業協同組合と
の役割分担・連携についての理解が深まる。
3．日本および海外の取組み事例から、漁民組織の機能の多面性とその有効性についての理解が
深まる。
4．漁民組織支援に必要な課題発見・課題解決のための能力および必要なコミュニケーションス
キルが身に付けられる。
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内　容

【対象組織】
水産行政機関、普及機関、漁業関連団体

【対象人材】
水産行政機関職員、普及機関職員、漁業関
連団体職員

実務経験3年以上

対象組織／人材

資源管理のための漁民組織能力強化支援
Enhancing Capacity of Fisher's Organization toward Responsible Fisheries
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対象国の条件：

副分野課題：

本研修では、沿岸漁業に必要な技術及び資源管理に関する知識を基盤とし、漁民組織の能力強化のための基本的要件である制度、組織体制
に焦点をあて、漁民組織が主体的に取り組む資源管理や共同事業の実施方法について学ぶ。
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